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１ はじめに 

 

市立柏原病院（以下「柏原病院」という。）は、昭和 31年の設立以来、地域住

民の医療需要に応える中核病院として、地域医療の提供に貢献してきた。しかし

ながら、近年の人口減少、新型コロナウイルス感染症の流行期（以下「コロナ禍」

という。）後の患者数の減少、医療資機材の高騰や人件費の上昇などにより、そ

の経営状況は非常に厳しい状況にある。 

 

こうした状況は柏原病院に限ったことではなく、公立病院の多くは、経営状況

の悪化や医師不足などにより、厳しい環境下での運営となっていることから総

務省は「公立病院改革ガイドライン」などにより、地方公共団体に経営改革に関

するプランの策定を求め、各地で取組が進められてきた。しかし、令和６年度決

算では、公立病院全体で約４千億円の経常赤字が発生し、８割以上の病院が赤字

となっている。 

 

また、人口減少や少子高齢化が進行する中、将来の医療需要を見据えるととも

に、新興感染症や大規模災害などにも対応できる医療提供体制の整備が求めら

れている。 

 

こうした課題を踏まえ、柏原病院が地域医療において担うべき役割や機能、持

続可能な病院運営のあり方について検討することが重要となっている。このた

め、令和８年１月６日に柏原市長から本委員会に対して、柏原病院の経営形態や

今後の方向性について諮問を受けた。本委員会はこれまで５回にわたり、地域に

必要とされる医療を踏まえ、柏原病院が今後地域で果たすべき役割やその方向

性について議論を重ねた。 

 

そして、この度、その検討結果を答申として取りまとめた。今後、柏原市にお

いては、本答申の内容を十分に踏まえ、地域全体の中で柏原病院が果たすべき役

割を一層明確にし、持続可能な医療提供体制を確保することを期待する。 

 

 

 

令和８年８月 20日 

市立柏原病院あり方検討委員会 

委員長  重森 健太 
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２ 沿革と概要 

 

（１）沿革 

 

・昭和 31年 ８月  開設（内科、外科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線室 

の６診療科、病床数 60床） 

・昭和 35年 10月 170床に増床 

・昭和 44年 ７月  250床に増床 

・昭和 57年 ４月 280床に増床 

・平成 12年 12月 新棟第１期工事着工（平成 14年３月竣工） 

・平成 14年 ６月 新棟第２期工事着工（平成 15年３月竣工） 

・平成 15年 ６月 新棟第３期工事着工（平成 17年３月竣工） 

・平成 16年 12月 240床に減床 

・平成 23年 ９月 220床に減床 

・平成 23年 10月  人間ドックセンター「ヴィゴラス」を開設 

・平成 28年 ４月 大阪府がん診療拠点病院に指定 

・平成 29年 10月  緩和ケア病棟を開設 

・平成 30年 ４月 DPC算定病院へ移行 

・平成 31年 ４月 地域包括ケア病棟を開設 

 

（２）概要 

 

許可病床数 

一般病床：220床 

（急性期:146床、ハイケアユニット（HCU）:４床、 

地域包括ケア病床:47床、緩和ケア病床:23床） 

診療科目 

内科、消化器内科、循環器内科、呼吸器内科、外科、 

消化器外科、乳腺外科、整形外科、眼科、皮膚科、産婦人科、

小児科、泌尿器科、放射線科、麻酔科、リハビリテーション科 

常勤職員数 

医師：34名、看護師：135名、助産師：11名、 

診療放射線技師：７名、臨床工学技士：４名、薬剤師：11名、

理学療法士：13名、作業療法士：３名、管理栄養士：３名、 

臨床検査技師：５名、視能訓練士：１名 

（令和７年 12月１日現在） 
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３ 現状分析 

 

（１）直近の診療実績と経営状況 

 

 現在、柏原病院では、総務省が令和３年度に策定した「持続可能な地域医療提

供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン」に基づき「市立柏原病

院経営強化プラン（令和６年度～令和９年度）」（以下「経営強化プラン」という。）

を定めた。そしてこれを基に地域医療構想などと整合性を図りながら運営を進

めている。 

 

令和６年度の取組では、新型コロナウイルス感染症患者専用病床を廃止し、通

常運営を再開するとともに、集患活動に特化したコンサルタントを導入し、集患

を積極的に進めた。これにより、以下の指標については、経営強化プランの目標

値を上回った。 

 

指標 令和６年度（目標値） 令和６年度（実績値） 

救急搬送患者数 1,750人 1,784人 

手術件数 1,200件 1,306件 

紹介率（※１） 54.7％ 69.3％ 

逆紹介率（※２） 55.0％ 62.8％ 

在宅復帰率（※３） 95.6％ 97.8％ 

※１ 他の医療機関からの紹介状（診療情報提供書）を持参した患者の割合 

※２ 病状が安定した患者を紹介元のかかりつけ医や地域の医療機関へ紹介した割合 

※３ 柏原病院から自宅や高齢者向け住宅に移った割合 

 

また、緩和ケア病床稼働率は 78.9％、地域包括ケア病棟稼働率は 74.1％であ

り、目標値には届かないものの、一定の稼働率を維持している。しかし、全病床

稼働率については、67.6％にとどまった。 

 

指標 令和６年度（目標値） 令和６年度（実績値） 

緩和ケア病床稼働率 88.5％ 78.9％ 

地域包括ケア病棟稼働率 83.8％ 74.1％ 

全病床稼働率 81.6％ 67.6％ 

 

第１回委員会で提出された「市立柏原病院の決算状況及び経営指標（資料３）」

における令和６年度柏原市市立柏原病院事業報告書によると、診療実績は、延入
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院患者数、延外来患者数は前年度を上回り、年間を通じた通常の病床運営の実施

により入院収益は前年度を上回った。外来収益は、高額薬剤の使用件数の減少な

どにより減少したものの、人間ドック件数の増加などによりその他医業収益が

増加したことから、医業収益全体では前年度を上回った。加えて、医業外収益は、

新型コロナウイルス感染症関連補助金の終了などにより減少した。 

 

また、費用面では、診療材料費や減価償却費は減少したものの、人事院勧告に

伴う給与改定による人件費の増加に加え、光熱費や修繕費も増えたことなどか

ら経費が増加し、医業費用が医業収益を大きく上回った。これにより、約７億２

千万円の経常赤字を計上した。 

 

（２）現況を踏まえた議論 

 

本委員会では、直近の状況把握に加え、以下の点についても整理するとともに、

情報共有を図った。 

 

○「市立柏原病院あり方検討委員会（平成 26年度）」の提言を受けた対応 

 

柏原病院は、平成 16 年度までの建替え工事や国の制度改革に伴う医師不足、

平成 18年度の医局変更の影響で患者数が減少し、毎年多額の経常損失を抱える

状況にあった。このため、平成 26年度に「市立柏原病院あり方検討委員会」を

設置し、経営形態を含めた将来の方向性について審議を行った。今後の地域医療

における役割を検討するにあたり、当時の委員会が必要とした取組について、現

在の対応状況を確認した。 

 

・救急医療体制の強化 

令和７年 10 月から外科において、24 時間 365 日対応可能な体制を整えてい

る。大阪南消防組合との定例会では、対応できなかった事例の検証や情報共有を

行い、受入体制の強化につなげている。 

 

・地域医療連携の強化 

柏原市医師会（以下「市医師会」という。）との共同講演会や病診連携により

良好な関係を構築している。また、集患活動に特化したコンサルタントを活用し、

地域医療機関との関係強化を図っている。院内では、地域医療連携係に一定の権

限が付与され、緊急時の受入判断を迅速に行っている。そして、ベッドコントロ

ールは毎週の院内会議で情報共有を行い、適正かつ効率的に管理している。しか

しながら、紹介率は増加傾向にあるものの、令和６年度の病床稼働率は 67.6％
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であり、大阪府内公立病院の上位の平均値（提言時の目標値）である 90％には

達していない。 

 

・地域包括ケア病棟への転換 

平成 31 年４月から一般病棟 44 床を地域包括ケア病棟に転換し、令和７年７

月に３床増床して 47床で運営を行っている。令和６年度の病床稼働率は 74.1％

であり、目標値には達していないものの、一定の稼働実績を確保している。 

 

・インセンティブ制度の再構築 

他の医療機関との均衡を図りながら、医師の意欲が上がるよう、救急搬送の受

入など診療実績に応じたインセンティブとして特殊勤務手当を導入している。 

 

○コロナ禍前後の決算状況の変化 

 

コロナ禍前は、平成 27 年度に内科救急を週３日から 24 時間 365 日に拡大し

た。その後、選定療養費を導入し、DPC算定病院に移行した。また、緩和ケア病

棟及び地域包括ケア病棟を順次開設した。しかし、病床稼働率は 70％台後半で

推移し、経常損益は２億円を超える赤字が続いた。平成 28年度には資金不足が

発生し、平成 30年度と令和元年度には資金不足比率が経営健全化基準の 20％を

超える見込みとなったことから、市の一般会計から病院事業会計へ基準外繰入

を行った。 

 

令和２年度以降はコロナ禍により医業収益が減少したが、感染症入院病床確

保に係る補助金の影響で経営状況は改善し、令和４年度決算では内部留保資金

が約 33億円となるまで回復した。しかし、感染症法上の分類が５類となり通常

運営に移行後は、人件費・物価上昇により経常赤字は７億円台に達する状況とな

っている。 

 

コロナ禍前後の比較として、令和元年度（コロナ禍前）と令和６年度（コロナ

禍後）を比べると、令和６年度は、病床稼働率や入院患者数が減少している。そ

の他の指標は概ね経営強化プランの目標値を上回るものの、分娩件数を除き病

床稼働率と入院患者数が未達成となった。 

 

○市民の国民健康保険加入者のうち、柏原病院を利用している割合 

 

令和６年度の 74歳までの国民健康保険加入者における柏原病院の利用状況は、

外来利用率が 7.0％、入院利用率が 17.6％であった。入院利用率がこの水準に
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とどまっている要因には、交通の利便性が良く、圏域外への受診が容易であるこ

とに加え、柏原市内で入院可能な医療機関が限られていることがあると考えら

れる。 

 

○送迎バス乗降人数調査の結果 

 

直近１年間と平成 25年度の送迎バス乗降人数を比較すると、約６千人減少し

た。この減少の要因としては、平成 30年度頃から開始した病診連携により、地

域の医療機関で受診することを優先していることや、近年の介護タクシーなど

送迎手段の多様化が考えられる。 

 

○患者満足度調査の結果 

 

患者満足度調査はサービス内容の評価に重点を置いているため、柏原病院を

選ばない理由の把握はできないが、寄せられた意見については改善可能な部分

から対応しており、リピーターも一定数存在することがわかる。 

 

（３）状況整理 

 

 これまでの柏原病院の状況を踏まえると、24 時間 365 日対応可能な体制の整

備による救急医療体制の強化や、集患活動に特化したコンサルタントの導入に

よる地域医療連携の強化など、「市立柏原病院あり方検討委員会（平成 26年度）」

の提言に基づく対応は着実に進められており、地域包括ケア病棟の病床稼働率

のように、目標値には届かないものの、一定の稼働水準を維持している。 

 

しかし、人口減少や患者の受診控え、圏域外への流出などにより全病床稼働率

も目標値には達していない。そして、費用面では人事院勧告に伴う給与費の上昇

などにより医業費用が医業収益を大きく上回った結果、令和６年度決算では約

７億２千万円の経常赤字を計上し、厳しい病院運営を余儀なくされている。 
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図１ 病床機能報告の結果等（病床機能分化の状況） 

４ 中河内二次医療圏の現状 

 

大阪府では、地域医療構想の推進にあたり、各医療機関の診療実績の可視化な

ど、独自の診療実態を分析し、状況の把握を行っている。また、病床機能報告の

対象となる病院については、次年度に向けた体制などを把握するため「病院プラ

ン」の作成を行うこととしており、これらの報告をとりまとめ、「病院連絡会」

をはじめとした全病院参加による会議において情報共有を図り、自主的な機能

分化や連携を推進してきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 病床機能分化の状況については、これまで病床機能（高度急性期機能、急性期

機能、回復期機能、慢性期機能）ごとに 2025年（令和７年）度の病床数の必要

量の推計を行い、各年度の病床数と比較してきた。図１のように中河内二次医療

圏（以下「中河内」という。）の 2024年（令和６年）度の病床機能報告では、回

復期報告病床は前年度より 14床増加した。しかし、2025年（令和７年）度の病

床数の必要量（既存病床数内）との比較においては、急性期機能や慢性期機能が

過剰であり、回復期機能が不足している。 
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図２ 中河内二次医療圏における各医療機関の診療実態（がん・地域包括ケア） 

図３ 中河内二次医療圏における各医療機関の診療実態（救急医療） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：大阪府ウェブサイト「令和７年度 二次医療圏における各医療機関の診療実態」 

出典：大阪府ウェブサイト「令和７年度 二次医療圏における各医療機関の診療実態」 
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図４ 中河内二次医療圏における各医療機関の診療実態（周産期医療） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各診療機関の診療実態を見ると、がん（放射線療法を除く）については、圏域

内で病床規模の大きい４医療機関が高い実績を上げている。また、周産期医療に

ついても、１つの医療機関が圧倒的なシェアを占めていることがわかる。このよ

うな状況の中、柏原病院は、地域包括ケア病棟入院料等について、圏域内で高い

実績を有する他の医療機関と同水準にある。また、救急車受入件数（75歳以上）

は上位から７番目、大腿骨骨折等は９番目となっており、中河内において一定の

役割を担っていることがうかがえる。（図２～図４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：大阪府ウェブサイト「令和７年度 二次医療圏における各医療機関の診療実態」 
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 図５ 中河内二次医療圏における各医療機関の診療実態（診療機能ごとの流出入状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療機能ごとの流出入状況では、中河内の住民が圏域内の医療機関へ入院す

る割合は、多くの疾病や事業において７割を下回っている。これは、大阪府内の

他医療圏の状況※と比べても低く、圏域外への患者流出が流入を上回る状況と

なっている。特に、周産期医療や小児医療では約５割の患者が圏域外の医療機関

を利用しており、がん、脳卒中及び糖尿病では、それぞれ１万件超が流出超過と

なっている。こうした患者流出の背景としては、中河内は交通アクセスが良好で

あることから、大阪市内をはじめとする圏域外の医療機関を受診しやすい環境

にあることも考えられる。（図５） 

 

※ 豊能：70％前後、三島：概ね 80％、北河内：80％前後、南河内:70％前後、堺

市:概ね 80％前後、泉州:80％以上、大阪市：概ね 80％～90％（周産期医療や

小児医療などの一部の疾患や事業を除く場合あり） 
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図６ 診療機能ごとの今後の需要見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口推計に基づく診療機能ごとの将来需要の推計によると、主として回復期

に該当する入院料については、2035年（令和 17年）度に地域包括ケア病棟入院

料・入院医療管理料で 125％、また回復期リハビリテーション入院料で 113％と

需要の増加が予測される。一方、脳血管疾患、心疾患及び救急医療については、

概ね横ばいで推移するとみられる。また、周産期、小児については、2035年（令

和 17 年）度に NICU,MFICU 等※で 84％、小児入院医療管理料で 81％、2050 年

（令和 32年）度には、それぞれ 62％と時間の経過とともに需要の減少幅が拡大

し、がんについても減少傾向で推移すると予測される。（図６） 

 

※ NICU（新生児集中治療室）、MFICU（母体・胎児集中治療室）等を指す。 
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図７ 要介護認定者の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護認定者の将来推計については、今後、増加傾向が続き、2040 年（令和

22年）度には 2024年（令和６年）度の約５万７千人から約６万１千人まで増加

すると推計される。このことから、要介護認定者の増加を見据え、急性期治療後

の早期リハビリの実施や、在宅医療や介護施設との連携強化を図り、住民が住み

慣れた地域で医療や介護を適切に受けることができる環境を整備する必要性が

さらに高まる。（図７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図１から図７まで 第２回市立柏原病院あり方検討委員会 資料６より抜粋） 
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５ 新たな地域医療構想の方向性 

 

 現行の地域医療構想では、団塊の世代が全て 75 歳以上となる 2025 年に向け

て、高齢者の医療需要が増加することを想定し、病床の機能分化や連携を中心と

した取組を進めてきた。 

 

 これに加え、2040年（令和 22年）頃に向けて、医療・介護の複合ニーズ等を

有する 85歳以上の高齢者の増加や、人材確保の制約などが想定される。そして、

増加する高齢者救急・在宅医療の需要への対応、医療の質や医療従事者の確保、

地域における必要な医療機能の維持が課題となる。 

 

 そのため、国の検討においては、2040年（令和 22年）やその先を見据え、地

域の実情に応じて「治す医療」を担う医療機関と「治し支える医療」を担う医療

機関の役割を明確化し、医療機関の連携・再編・集約化を進めることが重要であ

るとしている。そして病床の機能分化や連携だけでなく、外来医療・在宅医療、

介護との連携、人材確保などを含めたあるべき医療提供体制の実現を目指した

新たな地域医療構想を策定することとしている。 

 

 なお、大阪府では、国の検討状況を基に、令和８年度に新たな地域医療構想を

策定することとしている。また、令和９年度以降は、各医療機関が担う具体的な

医療機関機能について地域で協議することを予定している。 

 

 そのポイントとして、国の検討では、医療機関の連携・再編・集約化を推進す

るため、地域において求められる医療について、人口規模を踏まえ、図８（次頁）

のように整理している。 
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図８ 区域の人口規模を踏まえた医療機関機能の考え方（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８においては、医療機関機能を４つに分類している。まず「急性期拠点機能」

は、地域における医療従事者の持続可能な働き方や医療の質の確保に資するた

め、手術や救急医療など、多くの医療資源を必要とする症例を集約して提供する

機能であり、20～30万人に１医療機関を目安に確保することとしている。 

 

次に、「高齢者救急・地域急性期機能」は、高齢者をはじめとした救急搬送患

者を受け入れ、必要に応じて専門病院や介護施設等と協力・連携しながら、入院

早期からリハビリテーションや退院調整を行い、早期退院につなげる機能であ

り、幅広い医療機関による確保を必要としている。 

 

また、「在宅医療等連携機能」は、地域における在宅医療の提供をはじめ、他

の医療機関や介護施設、訪問看護、訪問介護等と連携した 24時間の対応や入院

対応を行う機能である。 

 

最後に「専門等機能」については、上記の機能に該当しないものとして、集中

的なリハビリテーション、高齢者等の中長期的にわたる入院医療機能、有床診療

所が担う地域に根ざした診療機能、一部の診療科に特化し地域のニーズに応じ

た診療を行う機能などとしている。 

（図８ 第２回市立柏原病院あり方検討委員会 資料６より抜粋） 
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６ 柏原病院の将来を検討するにあたって 

 

（１）地域の状況と今後の方向性 

 

中河内では、急性期病床が過剰である一方、回復期病床が不足している状況に

ある。また、住民が圏域内の医療機関に入院する割合は、多くの疾病や事業で７

割を下回り大阪府内の他医療圏よりも低い状況となっているほか、圏域外への

患者流出が流入を上回っている。今後は、地域包括ケアや回復期リハビリテーシ

ョンの需要が増加する一方で、周産期医療や小児医療の需要は減少することが

見込まれる。さらに、要介護認定者数は 2024年（令和６年）度の約５万７千人

から 2040年（令和 22年）度には約６万１千人へ増加すると推計されており、医

療・介護の複合ニーズ等への対応が求められている。 

 

こうした状況を踏まえ、回復期機能の確保に向けた病床転換などを進め、病床

機能の分化・連携を一層推進する必要がある。また、要介護認定者の増加を見据

え、急性期治療後の早期リハビリテーションの充実や、在宅医療・介護施設との

連携強化を図ることで、住民が住み慣れた地域で必要な医療・介護サービスを切

れ目なく受けられる地域医療提供体制の整備を進めていくことが重要である。 

 

（２）柏原病院の状況と今後の課題 

 

柏原病院では、平成 26 年度に設置された「市立柏原病院あり方検討委員会」

の提言に応えるため、外科の 24時間 365日体制の整備、市医師会や大阪南消防

組合との連携、地域包括ケア病棟への転換などの取組を着実に進めてきた。そし

て、地域包括ケア病棟の病床稼働率については、目標値には届かないものの、一

定の稼働率を確保している。 

 

しかし、全病床稼働率については、目標値との間に乖離がみられ、令和６年度

決算では、人件費をはじめとする経費の増加により多額の経常赤字を計上して

おり、依然として厳しい経営状況が続いている。そのため、従来の医療サービス

が地域の求める医療ニーズに十分応えていない可能性があることから、これら

についての対応が必要となる。 
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７ 本委員会での議論 

 

本委員会では、提出された以下の資料に基づき、今後必要とされる医療、役割

分担・連携などについて検討を行った。なお、検討を円滑に進める観点から、診

療科（例）や診療内容（例）についても議論を行ったが、本委員会において診療

科を決定するものではない。 

 

第３回 

・市立柏原病院あり方検討委員会 第２回までの整理事項（資料１） 

・中河内二次医療圏における医療機関（病床数 200程度～）（資料２） 

・中河内二次医療圏における診療実態（資料３） 

第４回 

・市立柏原病院あり方検討委員会 第３回の整理事項（資料１） 

・中河内二次医療圏における医療機関の診療科（参考資料） 

 

（１）必要とされる医療 

 

【議論の内容】 

〇紹介された患者さんが手術や入院で他圏域へ流出傾向にあるところを踏まえ

ると、柏原病院に求められるニーズが変わってきていることが理解できる。  

 

〇地域医療構想から見ても、回復期の病床数を増やしていくのが、柏原病院に求

められているニーズだと考えられるため、稼働率を上げていくためにも、回復

期を増やしていく必要があるのではないか。 

 

〇医療機関機能については、高齢者救急・地域急性期機能を持たせる方向で行く

べきではないか。 

 

〇単純に回復期に移すのではなく、全体をどう見ていくのかも同時に考えてい

かなければ、元の木阿弥となるリスクがあるのではないか。 

 

〇単純に回復期を増やすのではなく、バランスや流れを考えながら検討を進め

ていく必要があると感じる。 

 

〇今後は包括的に診ていくことになると思われるので、包括期と地域の相性は

おそらく良いのではないか。 

 



 

17 

〇身近に、自分が抱えている体の問題を診てもらえる専門の医師がいると非常

に心強い。それぞれ抱えている問題が違うので難しいが、身近な病気となると

一般的には内科や総合診療になると考える。 

 

〇地域で困っている患者さんや、緊急を要する患者さん、軽微な手術が必要な患

者さんは、地域で診ていく必要があり、地域のニーズとも合致するのではない

かと前回（第３回委員会）議論があったと記憶している。 

 

〇お腹が張っている、吐き戻しなど一般的な症状にも対応できる診療科が必要

である。 

 

〇診察の結果見つかった胃がん・大腸がんや、乳がん、骨折など大規模な病院に

行かなくても治療可能なポピュラーな疾患は、高齢者にも多い疾患でもある

ため、柏原病院で受け入れていった方が良いのではないか。 

 

〇一般外科と、色々と振り分けできるような総合内科、総合診療科が必要になっ

てくる。 

 

〇最初の処置や原因疾患を診断することが大事であるため、どのような患者さ

んであってもまずは受け入れてもらい、診察・検査してもらえると助かる。 

 

〇一般的な検査を着実に行い、必要に応じて大規模な病院につなげることが大

事であり、そのような病院が一番良いのではないか。 

 

〇ポピュラーな疾患に加えて、要介護状態やフレイルの原因になるような疾患

も地域で診れる方が良いと。 

 

〇どの診療科に行けば良いのかわからないときもあるため、総合診療はあった

方が良いと考える。 

 

〇特殊な疾患となると新たに診療科を作ることが難しいと考えられるが、例え

ば健康増進センターみたいなものであれば、診療とつながることもあるため、

診療科ではないがあり得るか。 

 

（２）役割分担・連携 

 

【議論の内容】 
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〇専門的な治療をしなくとも、救急の対応ができる医師がいれば良い。総合診療

のように救急が全般に診れる医師がいれば、一旦受けて、対応が困難な場合は、

他病院へつなぐ対応が可能となる。 

 

〇一旦救急を受けたが、対応が困難な場合は、他の病院へつないで、その後こち

らで回復期の治療を行ったりもしている。役割分担は有効的であると考える。 

 

〇介護と医療が一緒になっている。今後、一緒にやっていくべきだと考えている。 

 

〇柏原市も他の地域と同様に高齢化が進んでいるため、脳や神経関連の疾患割

合が増えてくると予想しているが、１つの病院で診ることは難しいと考えて

いる。 

 

〇一部急性期の糸口となる医師が不足している。例えば脳外科医、周産期、小児

科医などの医師が非常に不足しており、国としても不足を解消しようと増や

すのではなく、病院を集約する方向で進んでいる。地域の患者は連携してどこ

かで診てもらうように、ということであると考える。  

 

〇胃がんや大腸がんなどの手術はどこでも対応し、膵臓がん、肝臓がん、食道が

んなどは症例が多い病院へ集約化する方向へ動いている。おそらく、地域包括

病棟がそのようになってくる。 

 

〇周りの病院とのバランスや役割分担の中でも決めていく必要がある。 

 

〇脳関係は近くの病院に行ってもらうなど、地域で決めておけば良いのではな

いか。 

 

〇役割分担も含めて周産期の見直しも必要な可能性がある。 

 

〇緊急性のある、何か起こった際にすぐに診てもらえる病院が地域にないと不

安が出てしまう。また、前回（第３回委員会）の議論の中で、緊急を要しなけ

れば近隣にある医療機関に行ってしまう患者さんが多いとあった。この 2 点

を考慮すると、近隣の医療機関でカバーされない必要とされる医療があれば、

市民病院として診ていく必要があるのではないか。具体的な検討はこれから

だと思うが、近隣にもあるような診療科は、無理に保持する必要はなく、この

２点に肉付けをしていく、こういった考え方も１つではないか。 

 



 

19 

〇中河内でカバーされていない部分があれば、委員会を機に新たに診療科を作

ることを考えても良いのではないか。 

 

〇肝臓などは、ハイボリュームの方が患者さんも多く、今後は集約化されていく

と考えられるため、医師を派遣してもらえない可能性がある。心臓は特にその

流れが来ることが予想され、メインとなる診療内容を持ちたいが難しいとこ

ろである。 

 

（３）その他 

 

【議論の内容】 

〇診療報酬を上げていく必要があるとのことだが、患者さんが増えないと診療

報酬が上がっても効果が薄いため、患者さんを増やせるかどうかが一番のポ

イントだと考える。 

 

〇有事としては感染症が挙げられるのでは。コロナ時は感染症の専門家がいな

かった。今は各病院、ある程度の体制は作っていると思われるが、特に公立病

院には、整った体制が必要であると考える。 

 

〇大規模災害があった際に、受け入れてもらえるところがあるのとないのとで

は全然違う。 

 

〇市民にとっては、緊急事態に近くの病院に行けるという点は大きいのでは。自

分の身内が緊急事態の時、頼りにするのはやはり市民病院であると思う。おそ

らく皆、そういう病院であることを望んでいるのではないか。緊急時には対応

して欲しいというのが、市民病院の役割であると考える。 

 

〇シミュレーションが必要である。病院の将来像を検討していく中で、人員の配

置や設備の問題、診療報酬の程度、コストの程度、利益が出るのか、いくつか

のモデルを考えなければ。利益が出ることは望ましいが、自治体病院のため、

市としてある程度は補助金を出すモデルもあり得る、など様々にシミュレー

ションすることが必要ではないか。 

 

〇他に入院できる病院がないからこそ、柏原病院の重要性が高くなっているの

ではないか。 
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【今後の方向性】 増加する高齢者を支える医療機能の充実 

  

これまでの議論を踏まえると、高齢者救急・地域急性期機能（「区域の人口規

模を踏まえた医療機関機能の考え方（案）:P14」における機能）を中心とした医

療提供体制の整備について検討を進めることが重要である。その上で、高齢者に

多い慢性疾患に加え、従来の回復期機能や軽症の高齢者急性期患者への対応を

担う包括期機能を充実させることが、地域において期待される役割と考える。 

 

 また、近年では、救急患者の受け入れから早期リハビリテーション、在宅復帰

支援までを一体的に提供する機能の重要性が高まっている。こうした変化を踏

まえた対応を行うとともに、在宅医療等連携機能（「区域の人口規模を踏まえた

医療機関機能の考え方（案）:P14」における機能）のように、在宅医療や高齢者

施設等との連携を強化し、医療と介護を切れ目なく提供できる体制が必要であ

る。 

 

さらに、医師不足や人口減少に伴う患者数の減少により、今後、１つの医療機

関のみで全ての医療機能を担うことは困難になると見込まれる。そのため、集約

化が必要となる診療機能については、地域内の医療機関がそれぞれの役割を明

確化し、相互に連携・協力することで、必要な医療機能を維持・確保していくこ

とが求められる。 
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８ 経営形態について 

 

本委員会では、地方公営企業法の全部適用（以下「全適」という。）、地方独立

行政法人（以下「独法」という。）、指定管理者制度（以下「指定管理」という。）、

民間譲渡の４つの経営形態について議論を行った。 

 

一般的な傾向として、全適（現行）から独法、指定管理、民間譲渡へと右に移

行するにつれて、各視点における特徴は、段階的に変化する。 

医療の視点では、全適においては「一体的な病院運営」により政策医療が確保

されやすいが、右に進むほど「制度的な担保が必要」「維持されにくい」状況と

なる。 

また、経営の視点では、右に進むほど「自立的かつ弾力的な運営」「経営ノウ

ハウを活かしたサービスの向上」など自由度が高まる。 

そして、人員確保の視点では、全適においては、公務員の「定数」という制約

のもとで柔軟な職員雇用が難しいが、右に移行するほど医療職の円滑な確保な

どにおいて自由度が広がる制度設計が可能となる。 

 

 

経営形態の移行事例を見ると、独法では、「経営の自主性・迅速性」「職員の意

識改革」「医師の確保」を主な理由として独法化が行われており、その事例では

特に「職員の意識改革」と「医師の確保」の２点が重点的な課題として位置付け

られていた。 

 

一方、指定管理については、従来、経営改善を目的として医療法人に運営を委

ねるケースが主流であった。しかし、近年では人口減少を見据えた病院再編を伴

 全適 独法 指定管理 民間譲渡 

医療の視点 易   難 

経営の視点 低   高 

人員確保の視点 低   高 

政策医療の維持 

経営の自由度 

人員確保の自由度 
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う形へと変化している事例も見られ、公立病院と民間病院が連携し、医療提供を

民間が担う一方で、施設や医療機器に係る費用を双方で負担する仕組みを採用

している事例も確認されている。このように、指定管理の活用方法は、社会情勢

や地域医療を取り巻く環境の変化に応じて多様化していることがうかがえる。 

 

また、民間譲渡については、医師不足に対する危機意識が、柏原市を含む本地

域よりも一層深刻であったと考えられ、最終的には経営を移譲することによっ

て地域医療の維持向上を図る必要があるとの判断の基、民間譲渡に至った事例

もある。 

 

【議論の内容】 

〇指定管理と民間譲渡は、相手方が必要となり、市が提供したい医療と相手方が

提供したい医療に乖離が生じる可能性がある。つまり、相手方が見つかるのか、

相手方と調整ができるのかといった点が懸念となる。 

 

〇独法は、一定行政の枠の中にいるが、原則非公務員型であり、自由度は増すが

柏原病院の規模でスケールメリットを活かすことができるかといった懸念が

ある。 

 

〇独法に移行し、職員の待遇が変わる点は、非常に大きな部分であり、簡単に移

行が進むとは限らないが、非公務員型となったことにより、意識改革をもたら

す利点があったと耳にしたことがある。独法に移行することによって、経営陣

や職員の意識に課題があるのであれば、時間は必要かもしれないが、意識を変

えることができるのではないか。 

 

〇独法に移行するにあたり、非公務員型となることを懸念する声もあったが、自

分たちで待遇を変えることができるようになり、給与体系も組織内の意見を

取り入れながら構築したため、心配されるほど待遇面で不平不満は出なかっ

た印象がある。 

 

〇柏原病院は、規模がそこまで大きくないため、独法に移行しても現在の全適と

大して変わらない可能性がある。全適を継続する場合は、職員の意識を高めつ

つ、人件費の課題もあったため、病床のあり方を検討し、急性期を一部地域包

括ケアへ移すなど再編を図っていく、指定管理の場合は、給与体系も含めてド

ラスティックに組織を再編してもらうなどが考えられるが、どちらが良いか

は判断に迷うところである。 
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〇独法に移行することで、職員の意識が変わり、利益を出していけるのであれば

申し分ないが、単独で利益を出しているケースは少数であり、そうなると市か

ら運営費負担金を支出する必要が出てくる。そのため、どの程度の金額なら市

も耐えられるかも含めて、検討する必要があり、また柏原病院の抱える課題が、

経営形態を変えることで解決するのかも検討する必要があるのではないか。 

 

〇当初は、柏原市が求めている医療に近ければ、民間譲渡が一番良いのではない

かと感じていたが、短期的に必要とされる医療が提供できても、長期的に見る

と必要とされる医療が提供できなくなる懸念がある。 

 

〇全て行政で実施できるのが一番ではあるが、持続可能という大きな柱がある

ため、費用の課題が出てきてしまう。どの経営形態であっても一定費用は発生

してくるが、長期的に支えていくために、経営面でどれだけ安定した成績を出

せるかも課題になる。 

 

〇民間譲渡の件も、市の提供したい医療と相手方の提供したい医療が合致する

のであれば、悪い話ではないが、相手方が見つかる保証がないため、計算に入

れることは難しい。 

 

〇病院と言えば、柏原病院という心情があり、そう考える市民の方が多いのでは

ないか。診療内容の異なる病院は他にもあったが、現在廃院となってしまって

いるため、柏原病院には残っていただきたい。 

 

〇意識改革の必要性についても、今後の検討課題になると考える。例えば、全適

のままでも意識改革は可能なのか、独法に移行した方が良いのか、規模的に独

法への移行が難しいのであれば、指定管理とかも視野に入れる必要があるの

か、こういった検討が必要になるのではないか。 

 

〇前回（平成 26年度）のあり方検討委員会の提言に沿った対応を行ったが、結

果が芳しくないのは、取り組み方が良くなかったのか、それとも外部要因が大

きかったのか。前者であれば、組織を変え、意識改革を行っていく必要があり、

後者であれば、組織を変える必要性は低く、外部要因の解決が課題になると考

えるが。 
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本委員会では、各経営形態について、事例や委員からの意見を踏まえながら議

論を進めた。これまでの議論を通じて、同じ理由であっても、選択すべき経営形

態は地域の実情によって異なることが確認された。そのため、地域において目指

すべき医療のあり方と経営形態の検討は不可分の関係にある。 

 

このことから、本委員会としては特定の経営形態が望ましいと判断はせず、ま

ずは地域に必要な医療機能を明確化した上で、それを実現するためのシミュレ

ーションを多角的に行うことが必要と考える。なお、シミュレーションの実施に

あたっては、医師の確保、地域との連携に加え、市の一般会計から継続的にどの

程度の財政負担が必要となるのかについて、十分に検討する必要がある。その上

で、柏原市において持続可能な病院運営を実現できる経営形態を選択すること

が重要である。 
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９ おわりに 

  

本委員会では、柏原病院の決算状況や大阪府における「新たな地域医療構想」

の検討状況を踏まえ、地域に必要な医療について議論を重ね、経営形態について

も整理を行った。 

 

今後、人口減少や少子高齢化がさらに進行する中で、患者数の減少や医師不足

が見込まれることから、「増加する高齢者を支える医療機能の充実」に向けた取

組を中心としながらも、病院機能の連携・再編を進めていくことが重要である。

一方、柏原市内には一定数のクリニック等が存在するものの、入院機能を有する

一般病院は他になく、在宅医療や介護との連携の重要性は今後さらに高まるこ

とが予想される。そのため、市民病院として、地域医療を支える役割を果たすこ

とは今後も求められる。 

 

また、病院機能の連携・再編にあたっては、これまでの診療実績、中河内にお

ける医療機関の状況や患者の動向を踏まえることが必要である。その上で、市民

に必要な医療機能を明確にし、圏域内でいかに医療をカバーしていくかという

視点が重要であることから、大阪府や医療圏単位（必要に応じて医療圏外も含む）

での各医療機関との調整も不可欠である。 

 

そして、今後の方向性の具体化については、市のみで決定するのではなく、市

民や医療を提供する関係者の意見を十分に踏まえながら、地域全体で共有した

上で実現していくことが重要である。その検討に当たっては、アンケートなどの

実施や、市医師会（医療機関）との意見交換が必要である。さらに、政策医療や

災害対応なども踏まえて、具体化を進めていくことが非常に重要である。 

 

今回は特定の経営形態を決定することはしない判断とした。まずは、必要とさ

れる医療を明確することが重要であり、その上で柏原病院として提供すべき医

療体制について、シミュレーションを通して持続可能な病院のあり方を具体的

に描き、その実現に向けた方策を総合的に検討することを要望する。 
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市立柏原病院あり方検討委員会規則 

令和７年１１月１４日 

規則第３４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、執行機関の附属機関に関する条例（平成２４年柏原市条例第２４

号）第３条の規定に基づき、市立柏原病院あり方検討委員会（以下「委員会」という。）

の組織、運営その他委員会について必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 病院の経営について識見を有する者 

(2) 医療機関又は医療関係団体の代表者 

(3) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第３条 委員の任期は、任命の日から市立柏原病院の経営形態を含めた今後の方向性に

ついての調査審議が終了するまでとする。 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する

委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長がその議

長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 
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（関係者の出席等） 

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者に対し、会議に出席を求めて意

見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、企画主管課において処理する。 

（その他の事項） 

第８条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が

委員会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （柏原市事務分掌規則の一部改正） 

２ 柏原市事務分掌規則（昭和６２年柏原市規則第１２号）の一部を次のように改正

する。 

  第３条第２項中第１７号を第１８号とし、第１２号から第１６号までを１号ずつ

繰り下げ、第１１号の次に次の１号を加える。 

  (12) 市立柏原病院あり方検討委員会に関すること。 
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市立柏原病院あり方検討委員会委員名簿（敬称略・５０音順） 

 

氏  名 職  名 

伊藤
い と う

 一博
かずひろ

 公認会計士 

重森
しげもり

 健太
け ん た

 
関西福祉科学大学 保健医療学部 

 理学療法学専攻長 

西口
にしぐち

 幸雄
ゆ き お

 行岡医学研究会 行岡病院 院長 

藤江
ふ じ え

 博
ひろし

 柏原市医師会 会長 
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市立柏原病院の経営形態を含めた今後の方向性について（諮問） 
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市立柏原病院あり方検討委員会開催経過 

 

開 催 日 時 次     第 

第１回 令和８年１月６日 

開始：午後１時 

終了：午後３時 

１ 開会 

２ 議題 

 （１）検討スケジュール（案）について 

（２）市立柏原病院の沿革及び概要について 

（３）市立柏原病院の決算状況及び経営指標について 

（４）その他 

３ 閉会 

【資料】 

 市立柏原病院あり方検討委員会委員名簿 

検討スケジュール（案） 

 市立柏原病院の沿革及び概要 

 市立柏原病院の決算状況及び経営指標 

 市立柏原病院あり方検討委員会規則 

第２回 令和８年３月 19日 

開始：午前 10時 30分 

終了：午後０時 10分 

１ 開会 

２ 議題 

 （１）第１回委員会の持ち越し事項について 

（２）地域医療構想の取組について 

（３）その他 

３ 閉会 

【資料】 

2014年市立柏原病院あり方検討委員会の提言について 

病院事業会計決算状況（平成26年度～令和６年度） 

 柏原市国民健康保険加入者の受診状況（令和６年度） 

 送迎バス乗降人数調査 

 患者満足度調査結果 

 地域医療構想の取組について 
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開 催 日 時 次     第 

第３回 令和８年５月 28日 

開始：午前 10時 

終了：午前 11時 30分 

１ 開会 

２ 議題 

 （１）今後必要とされる医療について 

（２）その他 

３ 閉会 

【資料】 

市立柏原病院あり方検討委員会第２回までの整理事項 

中河内二次医療圏における医療機関 

 中河内二次医療圏における診療実態 

第４回 令和８年７月 22日 

開始：午後３時 

終了：午後４時 30分 

１ 開会 

２ 議題 

 （１）今後必要とされる医療について（まとめ） 

（２）経営形態の種類と特徴について 

（３）その他 

３ 閉会 

【資料】 

市立柏原病院あり方検討委員会 第３回の整理事項 

各経営形態の比較表 

中河内二次医療圏における医療機関の診療科 

第５回 令和８年８月 20日 

開始：午前 11時 

終了：    時    分 

１ 開会 

２ 議題 

 （１）答申について 

（２）その他 

３ 閉会 

【資料】 

 答申書（案） 

 

 


